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１．地方公共団体の財政の健全化に関する法律

地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明らかにし、財政の健全化や再生が必要な場合に迅速な対応を取ることを目的に制定

①実質赤字比率 ③実質公債費比率

②連結実質赤字比率 ④将来負担比率

○ 指標の整備と情報開示の徹底 ○ 自主的な改善努力によって財政健全 ○ 国等の関与による確実な再生

・ フロー指標 ： 上記の①～③ 化 ・ 財政再生計画の策定（議決）

・ ストック指標： 上記の④ ・ 財政健全化計画の策定（議決） ・ 財政再生計画を総務大臣に協議

→ 監査委員の審査に付した上で ・ 外部監査の実施 し、同意を求めることができる

公表 ・ 実施状況を毎年度公表

・ 早期健全化が困難と認められる ・ 災害復旧事業等を除き、地方

場合、総務大臣又は知事が勧告 債の発行は不可

【同意有】

・ 収支不足額を振り替えるため

再生振替特例債の発行が可

能

・ 財政運営が計画に適合しない

と認められる場合、予算の変

更等を勧告

健全化判断比率

①～③のうち、いずれかが財政再生基準以上

【同意無】

健全段階 早期健全化段階 再生段階

①～④のいずれも早期健全化基準未満 ①～④のうち、いずれかが早期健全化基準以上

健全財政 財政悪化
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平成３０年度決算の状況

実質公債費比率、将来負担比率ともに早期健全化基準以上 夕張市のみ（実質公債費比率は財政再生基準以上）

２．地方財政状況調査

経常収支比率 人件費、扶助費及び公債費等、義務的性格の経常経費に、市税、地方交付税及び地方譲与税を中心とする経常一般

財源がどの程度充当されているのかを算出

… 財政構造の弾力性を測定する指標

平成３０年度の決算状況

３．原因と対応策

原因 … 次頁参照

理由 … 財政構造 ＋ 新たな課題 対応策

名 張 市

県 内 平 均 値 （ ２ ９ 団 体 ）

経常収支比率 対前年度

実質公債費比率 将来負担比率

１６．２ １９０．３名 張 市

……

全国平均値（１４７１団体）

９９．７％

８９．５％

９３．０％

同率

１．７ポイント改善

０．２ポイント悪化

早 期 健 全 化 基 準

県 内 順 位 （ ２ ９ 団 体 中 ）

全国順位（１４７１団体中）

２５．０ ３５０．０

ワースト１位 ワースト１位

ワースト２７位 ワースト８位
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実質単年度収支 財政調整基金残高 経常収支比率

小中空調

財調取崩
H8:1,300 H9:1,180

財調取崩
2,040

斎場繰上償還

大学誘致
武道交流館整備

区画特別会計編入

法人合併に伴う錯誤に

より積立 1,009

前年度の錯誤措置に伴う交

付税減により取崩1,145

公社解散

地域開発債一括償還

鴻之台公共施設

用地買戻し

小中学校耐震改修事業

都市振興税導入

借入金残高

市債残高

（臨財債除く）
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